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参加者の有無を確認する公募手続きに係る

参加意思確認書の提出を求める公示 
 

令和７年６月２０日 
中部地方整備局長 

佐藤 寿延 
 

次のとおり、参加意思確認書の提出を招請します。 
 
１．当該招請の主旨 

本件は、中部地方整備局営繕部の「令和７年度 豊橋地方合同エレベーター設備改修工事」に

関する公示である。 
対象となる改修工事は、豊橋地方合同庁舎の既存のエレベーター設備の更新を行うものであ

り、同一シャフト内の複数のエレベーター設備のうち一方を利用しながら他方の更新を行うた

め、既存設備の運転制御についての対策が必要である。 
よって、本改修工事は、当該エレベーター設備の元施工者を契約の相手方とする契約手続きを

行う予定者（特定予定者）としているが、特定予定者以外の者で以下の応募要件を満たし、本「令

和７年度 豊橋地方合同エレベーター設備改修工事」の契約を希望する者の有無を確認する目的

で、参加意思確認書を招請する公募を実施するものである。 
なお、３．の応募要件を満たすと認められる者（以下、「応募認定者」という。）がいる場合

にあっては、一般競争入札にて調達を実施するものとする。 
また、必要により参加意思確認書の内容確認ヒアリングを実施する場合がある 
なお、ヒアリングに応じない場合は、参加意思がないものとして取り扱うことがある。 
 

２．工事概要 
(1) 工事件名 令和７年度 豊橋地方合同エレベーター設備改修工事 
(2) 工事場所 愛知県豊橋市大国町１１１ 
(3) 工事内容 豊橋地方合同庁舎のエレベーター設備の更新を行う。 

詳細は「工事説明書」参照のこと。なお、更新するエレベーターの内訳 
は別紙１「対象設備一覧表」参照のこと。 

(4) 工  期 契約締結の翌日から令和８年１０月１９日まで 
 
３．応募要件 

参加意思確認書の提出書に付す応募要件は次のとおりとする。 
(1) 基本的要件 

① 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第70条及び第71条の規定に該当しな 
い者であること。 

② 中部地方整備局（港湾空港関係を除く。）における機械設備工事に係る令和７・８年度

一般競争参加資格の認定を受けていること。（会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に

基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成11年法律第225号）

に基づき再生手続き開始の申し立てがなされている者については、手続開始の決定後、中

部地方整備局長が別に定める手続に基づく令和７・８年度一般競争参加資格の再認定を受

けていること）。 
③ 会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき

再生手続き開始の申し立てがなされている者（上記②の再認定を受けた者を除く。）でな
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いこと。 
④ 中部地方整備局長から工事請負契約に係る指名停止等の措置要領（昭和59年3月29日

付け建設省厚第91号）に基づく指名停止を受けていないこと。 
⑤ 中部地方整備局（港湾空港関係を除く。）が発注した工事及び工事成績相互利用適用対

象工事（※）のうち、令和２年４月１日から令和６年３月３１日までの４年間に完成・引

き渡された工事の実績がある場合においては、本工事の工事種別 （上記(1)②に示す工事

種別（等級がある場合、等級は問わない。））に係る工事成績評定点の平均が 65 点以上

であること。 
※工事成績相互利用適用対象工事とは、工事成績相互利用登録発注機関が発注した参加範

囲内の工事とする。（詳細は「工事説明書」を参照） 
⑥ 本工事に係る以下に掲げる設計業務等の受託者又は当該受託者と資本もしくは人事面

において関連がある建設業者でないこと。 
 ・Ｈ２６豊橋地方合同庁舎改修設計業務 （株）アイ・エス・エス創研 

  また、上記の「本工事に係る以下に掲げる設計業務等」以外の業務のうち以下に示す発

注者を支援する業務の受託者又は当該受託者と資本若しくは人事面において関連がある

者でないこと。 
中部地方整備局に係る以下の業務 
・令和７年度 総合評価技術審査業務 （一社）パブリックサービス 

⑦ 入札に参加しようとする者の間に以下の基準のいずれかに該当する関係がないこと（基

準に該当する者のすべてが共同企業体の代表者以外の構成員である場合を除く。）。なお、

上記の関係がある場合に、辞退する者を決めることを目的に当事者間で連絡を取ること

は、競争契約入札心得第4条の３第２項の規定に抵触するものではないことに留意するこ

と。 
１）資本関係 

以下のいずれかに該当する二者の場合。 
(イ) 子会社等（会社法（平成17年法律第86号）第２条第３号の２に規定する子会

社等をいう。以下同じ。）と親会社等（同条第４号の２に規定する親会社等

をいう。以下同じ。）の関係にある場合 
(ロ) 親会社等を同じくする子会社等同士の関係にある場合 

２）人的関係 
以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、(イ)については、会社等（会社法施

行規則（平成18年法務省令第12号）第２条第３項第２号に規定する会社等をいう。以

下同じ。）の一方が民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）第２条第４号に規定する再

生手続が存続中の会社等又は更生会社（会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第２条

第７項に規定する更生会社をいう。）である場合を除く。 
(イ) 一方の会社等の役員（会社法施行規則第２条第３項第３号に規定する役員のう

ち、次に掲げる者をいう。以下、同じ）が、他方の会社等の役員を現に兼ねている場

合 
１）株式会社の取締役。ただし、次に掲げる者を除く。 

(ⅰ)会社法第２条第 11 号の２に規定する監査等委員会設置会社における監査

等委員である取締役 
(ⅱ)会社法第２条第12号に規定する指名委員会等設置会社における取締役 
(ⅲ)会社法第２条第15号に規定する社外取締役 
(ⅳ)会社法第348条第１項に規定する定款に別段の定めがある場合により業務

を執行しないこととされている取締役 
２）会社法第402条に規定する指名委員会等設置会社の執行役 
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３）会社法第575条第１項に規定する持分会社（合名会社、合資会社又は合同会社

をいう。）の社員（同法第590条第１項に規定する定款に別段の定めがある場合

により業務を執行しないこととされている社員を除く。） 
４）組合の理事 
５）その他業務を執行する者であって、１)から４)までに掲げる者に準ずる者 

(ロ) 一方の会社等の役員が、他方の会社等の民事再生法第 64 条第２項又は会社更

生法第67条第１項の規定により選任された管財人（以下単に「管財人」という。）

を現に兼ねている場合 
(ハ) 一方の会社等の管財人が、他方の会社等の管財人を現に兼ねている場合 

３）その他入札の適正さが阻害されると認められる場合 
組合（共同企業体を含む。）とその構成員が同一の入札に参加している場合。その他

上記１）又は２）と同視しうる資本関係又は人的関係があると認められる場合 
⑧ 建設業法に基づく本店、支店又は営業所が、以下に所在すること。 

また、経常建設共同企業体として申請書等を提出する場合は、有資格者名簿に記載されて

いる共同企業体の本店所在地が、下記区域内であること。 
・本店、支店又は営業所の所在地として設定した地域は以下に示す区域である。 

中部地方整備局管内 
⑨ 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるものとし

て、国土交通省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。 
⑩ 会計令（昭和 22 年勅令第 165 号）第 70 条及び第 71 条の規定に該当しない者であるこ

と。 
(2) 実績に関する要件 

①平成 22 年度以降に、元請けとして、以下に示す同種工事の引渡しを完了した施工実績を

有すること（共同企業体の構成員としての実績は、出資比率が 20％以上の場合のものに

限る（乙型にあっては分担工事の実績に限るものとし、出資比率は問わない。）。）。「海

外インフラプロジェクト技術者認定・表彰制度」により認定された海外実績も国内の実績

と同様に評価する。なお、発注者は問わない（民間工事の実績も可とする）が、一戸建て

の住宅及び建築一式工事における施工実績は認めない。  
発注者から企業に対して通知された評定点が65点以上の実績に限る。（工事評定が実施

されていない実績や評定点が企業に通知されていない実績にあっては、検査に合格したこ

とを証明する書類又は、引渡しが完了したことを証明する書類をもって65点と見なす。） 
【企業】  
同種工事：エレベーターの新設又は改設工事（システム一式（機器等の施工を含むも 

のに限る。））で、下記ⅰ～ⅳの要件をすべて満たす機械設備工事。なお、 
ⅰ～ⅳは同一機器であること。 

ⅰ 形 式：ロープ式（機械室あり、機械室なし、いずれも可とする） 
ⅱ 用 途：乗用、人荷共用又は寝台用のエレベーター 
ⅲ 定 員：１３人乗り以上 
ⅳ 運転方式：全自動群管理方式 
※｢新設｣｢改設｣の定義は、コリンズ登録時の工事種別の定義とする。 

 
(3) 配置予定技術者について 

①次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監理技術者（以下「技術者」という。）を当該工

事に専任で配置できること。ただし、「監理技術者制度運用マニュアル（最終改正 令和

6 年 12 月 13 日 国不建技第 123 号）」（以下「監理技術者制度運用マニュアル」）にお

ける専任特例を活用する場合と特定営業所技術者及び営業所技術者が職務を兼ねる場合
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及び建設業法（昭和24年法律第100号）第26条第3項に該当しない場合は、専任の義務

は有しない。 
１）監理技術者を配置する場合は、以下に示すいずれかの資格を有する者であること。 
 ･ 技術士（機械部門又は総合技術監理部門（選択科目を「機械部門」に係るものとする

ものに限る。）に合格した者） 
･ 以下に示す主任技術者の要件に該当する者のうち、発注者から建設工事（本工事同様 
の工事種別のみ考慮する）を直接請負、その請負代金の額が4,500万円以上である 
ものに関し二年以上指導監督的な実務の経験を有する者（指定建設業７業種以外の 
22業種の場合） 

･ これらと同等以上の資格を有するものと国土交通大臣が認定した者（建設業法第15 
条第２号ハ該当「建設省告示第128号（平成元年１月30日）を参照） 

２）主任技術者を配置する場合は、１）に示す要件に該当する者、もしくは、以下に示す

いずれかの資格を有する者であること。 
･ 建設業に係る建設工事（機械設備工事）について、建築工学、電気工学又は機械工 
学に関する学科を卒業後、以下の実務経験を有する者であること。 

           a.高等学校（旧中学校令による実業学校を含む）、専修学校専門課程  ５年以上 
       b.高等専門学校（旧専門学校令による専門学校を含む）、専門士    ３年以上 
       c.大学（旧大学令による大学を含む）、高度専門士          ３年以上 

･ 建設業に係る建設工事（機械設備工事）に関し10年以上実務の経験を有する者 
･ これらと同等以上の資格を有するものと国土交通大臣が認定した者 

 （「建設業法施行規則第７条の三」及び「国土交通省告示第1424号（平成17年12月
16日）を参照） 

② 配置予定技術者と直接的かつ恒常的な雇用関係（３ヶ月以上）があること。なお、雇用

期間が限定されている継続雇用制度（再雇用制度、勤務延長制度）の適用を受けている者

については、その雇用期間にかかわらず、恒常的な雇用関係にあるとみなす。 
③ 当該工事を受注した場合において、監理技術者が必要となる工事にあっては、配置予定

技術者が監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を有する者であること。 
④ 本工事において、監理技術者制度運用マニュアルにおける専任特例１号による他の工事

現場に係る職務を兼ねる監理技術者等の配置を行う場合は、同マニュアルに規定される全

ての要件を満たさなければならない。 
⑤ 本工事において、監理技術者制度運用マニュアルにおける専任特例２号による他の工事

現場に係る職務を兼ねる監理技術者等の配置は認めない。 
⑥ 監理技術者制度運用マニュアルに沿って、監理技術者等が複数の工事を一の工事とみな

して、取り扱うことができる直轄工事は、以下を含む。これ以外の直轄工事及び直轄では

ない工事がある場合は、それらの発注者から同一工事として取り扱うことについて書面に

よる承諾を得ていること。なお、本工事以外の発注者から承諾が認められた場合において

も、本工事との合理的な技術上の管理が不可能と判断した場合は、競争参加資格を認めな

い。 
・ 該当無し 

⑦ 本工事において、監理技術者制度運用マニュアルに沿って、（特定）営業所技術者を本

工事の監理技術者等として配置を行う場合は、同マニュアルに規定される全ての規定を満

たさなければならない。 
 

(4) 技術力に関する要件 
本工事におけるエレベーター設備の工場製作にかかる設計、工程管理及び検査・試験に関 
する自らの体制を証明できること 
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４．手続等 
(1) 担当部局 
①契約関係 

〒４６０－８５１４ 愛知県名古屋市中区三の丸二丁目5番1号 
名古屋合同庁舎第二号館 
中部地方整備局 総務部 契約課 契約第一係 
電 話：052-953-8138(直通)、電子メール：cbr-keiyaku＠mlit.go.jp 

②技術関係 
〒４６０－８５１４ 愛知県名古屋市中区三の丸二丁目5番1号 
名古屋合同庁舎第二号館 
中部地方整備局 営繕部 技術・評価課 技術審査係 
電 話：052-953-8194(直通)、電子メール：cbr-gihyou＠mlit.go.jp 

(2) 工事説明書の交付期間、場所及び方法 
交付期間：令和７年６月２０日（金）から令和７年６月３０日（月）まで 
（土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日９時１５分から１８時００分まで） 
交付場所：上記(1) ②に同じ 

(3) 参加意思確認書の提出期限、場所及び方法 
提出期限：令和７年６月３０日（月） １２時００分 
提出場所：上記(1) ②に同じ。電子メール等（着信確認を行うこと）で送付すること。 

(4) 質問の受付期限、場所及び方法 
受付期限：令和７年６月２４日（火） １６時００分 
提出場所：上記(1) ②に同じ。電子メール等（着信確認を行うこと）で送付すること。 

(5) 質問の回答日、場所及び方法 
回 答 日：令和７年６月２６日（木）、２７日（金）の２日間 
回答方法：上記(1) ②において回覧に付する。 

(6) 参加意思確認書の内容確認ヒアリングの実施連絡 
実施する場合の連絡日：令和７年６月３０日（月） 
実施予定日：令和７年７月１日（火） 
実施場所：上記(1) ②に同じ。 

(7) 審査結果通知予定日 
通知予定日：令和７年７月１０日（木） 
通知方法：電子メールによる。 

 
５．その他 

(1) 手続きにおいて使用する言語及び通貨 日本語及び日本語通貨に限る。 
(2) 関連情報を入手するための照会窓口 ４．(1) に同じ。 
(3) 詳細は「工事説明書」による。なお、「工事説明書」の入手を希望する場合は、４．(1)②に 

連絡すること。 
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鋼板製塗装仕上げ（２種）

高調波対策

　←　同左
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中部地方整備局営繕部

別表１　対象設備一覧表

適　　　　　要

用　　途

種　　別（ＪＩＳ記号）

区　　分

最大定員

積載重量

速　　度

停止箇所数

昇降行程

電動機容量

電　　源　　　動　　力

　　　　　　　電　　灯

運転操作方式

管制内容　地震時管制運転（閉じ込め時リスタート運転）

　　　　　火災時管制運転

　　　　　停電時救出運転

　　　　　非常用発電時管制運転（自家発時管制運転）

三相　２００Ｖ

有　　自動（Ｐ波、Ｓ波共）

有　　自動（及び手動）

　←　同左

　

乗り場の戸の遮炎性能

乗り場の戸の遮煙性能

戸開閉方式

乗り場とかごの隙間

非常着床用出入口

１Ｆ　　　三方枠

　　　　　戸

　　　　　幕板

　　　　　乗場の敷居

　　　　　乗場ボタン

　　　　　　障害者専用乗場ボタン

　　　　　乗場インジケータ

　　　　　戸

　　　　　幕板

　　　　　乗場の敷居

　　　　　乗場ボタン

　　　　　　障害者専用乗場ボタン

　　　　　乗場インジケータ

２枚戸中央開き

要（製造者標準仕様）

出入口寸法　　　幅(mm)

　　　　　　　　高さ(mm)

かご内法寸法　　幅(mm)

　　　　　　　　奥行(mm)

　　　　　　　　高さ(mm)

かごの仕上げ　　天井（照明）
　　　　　　　　戸

　　　　　　　　壁

　　　　　　　　床（床補強）

各階案内表示板

館内放送用スピーカ

着脱式壁保護材

かご出入口検出装置

かご室内の付加仕様

　　　　　　かご内専用操作盤

　　　　　　かご内手すり

　　　　　　かご内鏡

　　　　　　かご内専用インジケーター

　　　　　　キックプレート

　　　　　　視覚障害者用装置

　　　　　　防犯窓（網入り合わせガラス）

戸開延長ボタン

開閉ボタンの色識別

行先階用ボタン

行先登録済呼び取消し機能

インターホンボタン

監視カメラ

有

有（多光軸式）

有

有　　

有

有

有（誤操作防止用のボタンカバー付き）

盤　形　式

設　置　形　式

表示・操作部

電源識別表示

管制運転表示

故障・安全装置作動の表示

カゴ位置を表示するインジケーターと方向表示

各種管制運転を行う操作スイッチ

運転及び休止の切替えスイッチ（パーキングスイッチ）

基準階切替スイッチ　

故障警報リセットボタン（警報内蔵）

ランプチェックボタン

インターホン（親機）

電源装置

その他

有

有

有

有

有

エレベーター遠隔監視機構

動力計測用電力量計

高調波対策

基
本
仕
様

乗
り
場
関
係

か
ご
室
関
係

監
視
盤
・
警
報
盤
関
係

そ
の
他

分類 エレベータ－Ｎｏ１

　　　　　ピット冠水時管制運転

　　　　　浸水時管制運転

　　　　　長尺物振れ管制運転

　　　　　緊急地震速報連動運転

　　　　　自動診断・仮復旧運転

有

注２）

注１）

注１）

15人乗り

8カ所（B1～7階）

29.0ｍ

有

単相　１００Ｖ

全自動群管理方式

特定防火設備

有

ホールランタン

有（ステンレス製エッチング仕上げ）

ステンレス製エッチング仕上げ

要（製造者標準仕様）

2,100

1,600

1,500

2,300

鋼板製塗装仕上げ　

鋼板製塗装仕上げ　　

合成樹脂タイル又はゴムタイル

有

有

製造者標準仕様

製造者標準仕様

製造者標準仕様

製造者標準仕様

監視盤

監視盤設置場所

中央監視盤内組込

表示・操作パネル（グラフィックパネル）

商用及び発電

地震、火災、停電、非常用発電、ピット冠水

有　　監視盤組込（１回線）

要

エレベーターＮｏ２．３ エレベーターＮｏ４

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左
　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

9人乗り

600ｋｇ1,000ｋｇ

105ｍ／ｍｉｎ 60ｍ／ｍｉｎ

11.0ｋＷ以下 3.7ｋＷ以下

乗合全自動方式

　　　　　　継続運転 有

防火設備

　←　同左

鋼板製塗装仕上げ（２種）

有（鋼板製塗装仕上げ（２種））

有（鋼板製塗装仕上げ（２種））

ステンレス製又はアルミニウム材製

乗場ボタン組込形

乗場ボタン組込形

なし

なし

なし

なし

なし

なし

なし なし

2,100

  800

1,400

1,100

2,300

製造者標準仕様　光天井 製造者標準仕様

なし

なし

なし

なし

なし

なし

なし

なし

なし

有 有

なし

なし

なし

なし

　←　同左

普及型(JIS記号) P-15-CO 普及型(JIS記号) P-9-CO

１階 中央監視室　

有　　設置場所：１階 中央監視室　

なし

エレベーター仕様書（改設）

（ＥＶ－０２／１２）

注２）各階案内表示板の仕様は、アルミニウム等の額縁で、Ａ３版の透明な合成樹脂製プレートと複写用紙が差し込み可能な構造とする。

注１）遮煙遮炎性能を有する防火設備は、建築基準法第68条の26第1項及び同法施行令第112条第14項二号に適合したものとする。

付　属　品 床及び壁保護マット 　←　同左 　←　同左

１Ｆ以外　三方枠

急行運転切替え機能（かご内で操作） 有（停止階：B1階,7階）

有

　←　同左

  900

適　　　　　要

用　　途

区　　分

最大定員

積載重量

速　　度

停止箇所数

昇降行程

電動機容量

電　　源　　　動　　力

　　　　　　　電　　灯

運転操作方式

　　　　　火災時管制運転

　　　　　非常用発電時管制運転（自家発時管制運転）

三相　２００Ｖ

有　　自動（Ｐ波、Ｓ波共）

有　　自動（及び手動）

　←　同左

　

乗り場の戸の遮炎性能

乗り場の戸の遮煙性能

戸開閉方式

乗り場とかごの隙間

非常着床用出入口

１Ｆ　　　三方枠

　　　　　戸

　　　　　幕板

　　　　　乗場の敷居

　　　　　乗場ボタン

　　　　　　障害者専用乗場ボタン

　　　　　乗場インジケータ

　　　　　戸

　　　　　幕板

　　　　　乗場の敷居

　　　　　乗場ボタン

　　　　　　障害者専用乗場ボタン

　　　　　乗場インジケータ

２枚戸中央開き

出入口寸法　　　幅(mm)

　　　　　　　　高さ(mm)

かご内法寸法　　幅(mm)

　　　　　　　　奥行(mm)

　　　　　　　　高さ(mm)

かごの仕上げ　　天井（照明）
　　　　　　　　戸

　　　　　　　　壁

　　　　　　　　床（床補強）

各階案内表示板

館内放送用スピーカ

着脱式壁保護材

かご出入口検出装置

かご室内の付加仕様

　　　　　　かご内専用操作盤

　　　　　　かご内手すり

　　　　　　かご内鏡

　　　　　　かご内専用インジケーター

　　　　　　キックプレート

　　　　　　視覚障害者用装置

　　　　　　防犯窓（網入り合わせガラス）

戸開延長ボタン

開閉ボタンの色識別

行先階用ボタン

行先登録済呼び取消し機能

インターホンボタン

監視カメラ

有

有

有

有

有（誤操作防止用のボタンカバー付き）

盤　形　式

設　置　形　式

表示・操作部

電源識別表示

管制運転表示

故障・安全装置作動の表示

カゴ位置を表示するインジケーターと方向表示

各種管制運転を行う操作スイッチ

運転及び休止の切替えスイッチ（パーキングスイッチ）

基準階切替スイッチ　

故障警報リセットボタン（警報内蔵）

ランプチェックボタン

インターホン（親機）

電源装置

その他

有

有

有

有

有

エレベーター遠隔監視機構

動力計測用電力量計

基
本
仕
様

乗
り
場
関
係

か
ご
室
関
係

監
視
盤
・
警
報
盤
関
係

そ
の
他

分類 エレベータ－Ｎｏ１

注２）

注１）

注１）

15人乗り

8カ所（B1～7階）

29.0ｍ

有

単相　１００Ｖ

全自動群管理方式

特定防火設備

ホールランタン

有（ステンレス製エッチング仕上げ）

ステンレス製エッチング仕上げ

鋼板製塗装仕上げ（２種）

2,100

1,600

1,500

2,300

鋼板製塗装仕上げ　

鋼板製塗装仕上げ　　

有

有

監視盤

監視盤設置場所

中央監視盤内組込

商用及び発電

有　　監視盤組込（１回線）

要

エレベーターＮｏ２．３ エレベーターＮｏ４

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左
　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

　←　同左

9人乗り

600ｋｇ1,000ｋｇ

105ｍ／ｍｉｎ 60ｍ／ｍｉｎ

乗合全自動方式

　　　　　　継続運転 有

防火設備

鋼板製塗装仕上げ（２種）

有（鋼板製塗装仕上げ（２種））

有（鋼板製塗装仕上げ（２種））

鋼板製塗装仕上げ（２種）

ステンレス製又はアルミニウム材製

乗場ボタン組込形

なし

なし なし

なし なし

2,100

  800

1,400

1,100

2,300

なし

なし

なし

なし

なし

なし

なし

なし

なし

なし

有 有

なし

なし

なし

なし

なし

　←　同左

１階 中央監視室　

有　　設置場所：１階 中央監視室　

なし

付　属　品 床及び壁保護マット 　←　同左 　←　同左

１Ｆ以外　三方枠

急行運転切替え機能（かご内で操作）

種　　別 普及型

　←　同左

　←　同左

ロープ式　機械室あり

5.5ｋＷ以下

－ 　←　同左

点灯式

光天井 標準タイプ

製造者標準仕様

有

有　（三方一体形）

有

鋼板製パネル形

地震、火災、非常用発電

なし

　←　同左

　←　同左 有（停止階：B1階,1階,7階）

注２）各階案内表示板の仕様は、アルミニウム等の額縁で、Ａ３版の透明な合成樹脂製プレートと複写用紙が差し込み可能な構造とする。

注１）遮煙遮炎性能を有する防火設備は、建築基準法第68条の26第1項及び同法施行令第112条第14項二号に適合したものとする。

有

有

有

有

有

なし 有

有なしなし

なし 要

なし

要

令和７年度　豊橋地方合同エレベーター設備改修工事

ロープ式　機械室あり ロープ式　機械室なし

鋼板製塗装仕上げ（２種）※既設のまま

ステンレス製 ※既設のまま

なし

ステンレス製 ※残置

鋼板製塗装仕上げ（２種）※残置

ステンレス製又はアルミニウム材製 ※残置

鋼板製塗装仕上げ（２種）※既設のまま

なし

　←　同左

　←　同左

ステンレス製又はアルミニウム材製 ※既設

　←　同左(3号機:行先専用ボタン付)

管制内容　地震時管制運転

15.0ｋＷ以下

乗用（バリアフリー対応）

無

３０mm以下 ２０mm以下

　←　同左

３０mm以下

無

乗用（バリアフリー）

あり

なし あり

２０mm以下

既設のまま

有　（かご３面　設ける）

あり

エレベーター仕様書（撤去）


